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１．重要な会計方針 

（1）有価証券の評価基準および評価方法 
子 会 社 株 式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法 （評価差額は、

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
               時価のないもの……移動平均法による原価法 

（2）棚卸資産の評価基準および評価方法 
製 品 ・仕 掛 品 個別法による原価法 
原 材 料 移動平均法による原価法 
貯 蔵 品 最終仕入原価法 

（3）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産………定率法 

ただし、平成10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法 

主な耐用年数は以下のとおり 

建物 8 ～50 年 
構築物 7 ～40 年 
機械及び装置 7 ～13 年 
車輛運搬具 4 ～ 5 年 
工具器具備品 2 ～ 8 年 

無形固定資産………利用可能期間（5 年）に基づく定額法 

（ソフトウェア） 

（4）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

ハ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から会計処理しております。 

（5） リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（6） 消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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２．貸借対照表の注記 

（1） 子会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権                       503,486 千円 

短期金銭債務                       524,719 千円 

（2） 投資有価証券には子会社株式116,000 千円を含んでおります。 

（3） 有形固定資産の減価償却累計額         4,404,922 千円 

（4） 貸借対照表に計上した固定資産の他に鋼板加工設備・塗装ライン設備およびコンピュータシステム

その他の事務用機器の一部については、リース契約により使用しております。 

（5） 商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する配当制限額 

資産の時価評価により増加した純資産額     86,441 千円 

 

３．損益計算書の注記 

（1） 子会社との取引高 

売 上 高 

仕 入 高 

事 務 委 託 費 

営 業 取 引 そ の 他 

営業取引以外の取引高 

 

 

 

 

 

872,415 千円 

3,793,176 千円 

74,621 千円 

17,096 千円 

151,786 千円 

（2） 研究開発費の総額                  205,606 千円 

（3） １株当たりの当期純利益             １25 円 09 銭 

 

４．税効果会計の注記 

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位：千円） 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 43,591 

賞与引当金 249,215 

未払法定福利費 23,084 

その他 39,052 

繰延税金資産計 354,944 

繰延税金負債（流動）  

棚卸資産認容額 △16,576 

繰延税金資産の純額 338,367 

  

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 22,880 

退職給付引当金 181,172 

ゴルフ会員権評価損 42,588 
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その他 11,031 

繰延税金資産計 257,672 

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金 △53,793 

特別償却準備金 △7,966 

その他有価証券評価差額金 △58,594 

繰延税金負債計 △120,354 

繰延税金資産の純額 137,318 

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別内訳 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3％ 

住民税均等割等 1.7％ 

その他 △1.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.4％ 

 

５．退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度（石川県機械工業厚生年金基金）および適

格退職年金制度を設けております。 

(2) 退職給付債務およびその内訳 （平成17年3 月31日現在）          （単位：千円） 

①  退職給付債務 △1,468,715 

②  年金資産 927,246 

③  未積立退職給付債務（①＋②） △541,469 

④  未認識数理計算上の差異 93,023 

⑤  退職給付引当金（③+④）   △448,446 

(3) 退職給付費用の内訳 （自平成16年4 月1日  至平成17年3 月31日）   （単位：千円） 

①  勤務費用（注）   218,451 

②  利息費用   27,255 

③  期待運用収益（減算）   6,620 

④  数理計算上の差異の費用処理額 49,624 

⑤  退職給付費用（①+②-③+④） 288,710 

（注）自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することのできない総合設立の厚生年金基
金への拠出額（会社負担分）102,473 千円を勤務費用に含めております。 
なお、掛金拠出割合により計算した年金資産の額は1,237,030 千円であります。 
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(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①  割引率 2.0％ 

②  期待運用収益率 0.75％ 

③  退職給付見込額の期間配分方式 期間定額基準 

④  数理計算上の差異の処理年数（注） 5 年 

（注）各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌期から会計処理しております。 


